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福岡市市民局市民公益活動推進課

令和４年4月28日（木）
＠福岡NPO・ボランティア交流センター あすみん



（評価委員会）

⑤活動
報告

③補助金
交付

あすみん夢ﾌｧﾝﾄﾞ
(福岡市NPO活動支援基金)

①寄付
④実施
報告

ＮＰＯ法人市民 ・ 企業

福岡市が設置した「あすみん夢ファンド（福岡市ＮＰＯ活動支援基金）」
に寄せられた寄付金をもとに、ＮＰＯ法人の行う公益活動へ助成

②補助金
申請
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活動ＰＲ

活動への共感

意見



過去５年の寄付額及び補助金交付の金額・件数
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寄付額 補助金交付額
補助金
交付件数

平成２９年度 ８，１８３，７３５円 ５，５３９，７６０円 ７件

平成３０年度 ３，５６５，０８０円 ９，９９４，０８０円 １２件

令和元年度 ３，１９７，６７９円 ５，８４０，３５１円 ９件

令和２年度
通 常 ４，５４１，３２７円
コロナ １６，５６３，９６４円

通 常 １，７３５，５６７円
コロナ １０，０５０，０４６円

４件
２３件

令和３年度
通 常 約５，６００，０００円

コロナ 約１，６００，０００円

通 常約４，８００，０００円
コロナ約４，６００，０００円

５件
１１件

令和４年度 寄付受付中
通 常約５，７００，０００円
コロナ約４，０００，０００円

－



申請書受付期間 ４月２６日（火）～５月１９日（木）

評価委員会（団体によるプレゼン、質疑応答） ６月中旬予定

交付決定（補助事業・補助額の決定） ７月下旬予定

事業実施期間 交付決定日～翌年３月３１日

実績報告書等提出 ～翌年３月３１日
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１．申請等スケジュール

（１）通常募集



２．対象となる団体

以下のすべての項目に該当する特定非営利活動法人（NPO法人）

①定款に定める事務所の所在地が福岡市内にあること。
②直近の事業年度における申請団体の総事業費に占める非営利活動
に係る事業費の占める割合が、１００分の５０以上であること。

③暴力団又は暴力団若しくはその構成員の統制の下にある団体でない
こと。

④福岡市暴力団排除条例第6条に規定する暴力団又は暴力団員と密接
な関係を有する団体でないこと。

⑤ＮＰＯ法第29条に規定する事業報告書等を都道府県又は指定都市の
条例に基づき、毎事業年度、所轄庁に提出している団体であること。

※平成24年４月１日以降、
同一団体への補助金交付回数は、３回までが限度
（新型コロナウイルス対策支援募集は、３回限度の対象外）
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３．補助の対象となる事業

①地域社会の発展に資すると認められる活動であって、
以下の１～２０の補助対象事業のいずれかに該当する活動
（宗教活動、政治活動または選挙活動を除く）に係る経費。
★補助対象事業

１ 保健、医療又は福祉の増進を図る活動 12 男女共同参画社会の形成の促進を図る活動
２ 社会教育の推進を図る活動 13 子どもの健全育成を図る活動
３ まちづくりの推進を図る活動 14 情報化社会の発展を図る活動
４ 観光の振興を図る活動 15 科学技術の振興を図る活動
５ 農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 16 経済活動の活性化を図る活動
６ 学術、文化、芸術又はスポーツの振興を 17 職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援

図る活動 する活動
７ 環境の保全を図る活動 18 消費者の保護を図る活動
８ 災害救援活動 19 以上の活動を行う団体の運営又は活動に関
９ 地域安全活動 する連絡、助言、又は援助の活動
10 人権の擁護又は平和の推進を図る活動 20 ＮＰＯ法第2条別表の第1号から第19号まで
11 国際協力の活動 の各号に掲げる活動に準ずる活動として条例

で定める活動

②補助金交付決定日～翌年３月３１日の間に実施、完了する事業
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●補助対象経費
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経費区分 内容

賃金 申請事業に従事する団体職員や臨時で雇用する従業員等に
対して支払う賃金等

報償費 外部の専門家に対する謝金等
旅費 交通費等

印刷製本費 ポスター、パンフレット、資料等の印刷製本に係る費用等

消耗品費
単価が５万円未満のものの購入費等。ただし、補助対象事
業の目的達成のために特に効果的であり、購入する方がレ
ンタルよりも安価である場合に限り、10万円を上限に補助
対象となります。（※）

役務費 通信運搬費（郵送費・宅配料）、広告料、手数料、筆耕翻
訳料、保険料等

委託料 デザイン料など、事業の一部を外部に委託する費用等
借損料 会場借上料、機器・設備類のリース料・レンタル料等

※単価が５万円以上の品物については、購入する方がレンタルよりも安価であることについての書類
（見積書など）が必要となります。



●補助対象外

下記に該当する事業・経費は対象となりません。

・ 福岡市の他の補助金の交付を受けている事業
・ すでに終了した事業
・ 福岡市外で実施される事業
・ 支出済の活動経費

・ 法人運営上の経常的な経費等
※

※ 経常費用の管理費にあたる人件費、事務所等の賃借料、
コピー機のリース料、電話代、光熱水費、机、椅子、キャビネット、
電話、パソコン等事務所用備品等の購入等
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●補助上限額等
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申請区分

要件
スタートアップ ステップアップ

法人設立年数 ３年未満 －

補助上限額 １０万円 ５０万円

補助上限率 補助対象経費の80％
１回目：補助対象経費の80％

２回目：補助対象経費の70％

３回目：補助対象経費の60％

補助上限回数 通算２回 通算３回（平成24年４月１日以降）

（１）通常募集

（２）新型コロナウイルス対策支援 募集

補助上限率 補助対象経費の100％

補助上限額 ５０万円



申請書類は、持参、メールまたは郵送でお願いします。

①福岡市ＮＰＯ活動推進補助金交付申請書

②事業計画書

③事業収支計画書

④事業スケジュール

⑤団体の概要書

⑥役員名簿

⑦その他（団体の概要や事業を説明する資料）
※所轄庁が福岡市以外の団体は、「定款」とNPO法第29条に規定する

事業報告書等も必要です。

４．申請方法

10



○ 補助金を受けることによる効果（具体的に）
○ 事業の効果が社会にどう影響するのか、広がるのか
○ 社会課題をどのような状態にしたいのか

○ NPO活動の特性が活かされた内容か
○ 翌年度以降、その事業をどう展開していくのか
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＜事業計画作成上のポイント＞

○ 社会課題、社会ニーズを捉えているか
○ なぜNPO法人が取り組むのか

○ 社会課題の具体的な解決策となっているか
○ 実現可能な事業内容になっているか
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＜収支計画作成上のポイント＞

○ 自己資金の確保に努めているか
○ 支出の算出根拠が明確か
○ 効果的な支出となっているか

（無駄な支出になっていないか）

＜スケジュール作成上のポイント＞

○ しっかり計画が練られているか
○ 事業計画を達成できるスケジュールとなっているか
○ 収支計画と整合がとれているか
○ 広く市民に事業を発信できているか



５．評価のポイント

①先駆性 新しい社会を作り上げるための先駆けたものである。

②必要性
ＳＤＧｓの推進に寄与する等、社会的な期待度やニーズの高い活動
である。

③専門性
地域性、独創性、迅速性、専門性など、ＮＰＯ活動としての特性が活
かされている。

④波及性
事業効果が将来的に発展、継続する可能性があり、効果の広がり
が期待できる。

⑤現実性
事業計画、資金計画、スケジュール等が明確であり、客観性、現実
性がある。

⑥公開性 事業運営の公開性、透明性が高い。

⑦自立性 自己努力による資金確保に努めている。

⑧発展性 補助金を受けることで事業が進展する。
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（１）通常募集



福岡市市民局市民公益活動推進課

令和４年4月28日（木）
＠福岡市NPO・ボランティア交流センター あすみん
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ご清聴 ありがとうございました。
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